
YouTube 【宅建動画の渋谷会】 佐伯竜                                          宅建朝から１問 

【渋谷会】佐伯講師の担当講座  https://shibuyakai.com/ 

宅建業法 標識その 2 宅建 H26-41-1 ≪#891≫ 

【問】 正誤を付けよ。 

宅地建物取引業者が、他の宅地建物取引業者が行う一団の宅地建物の分譲の代理又は

媒介を、案内所を設置して行う場合で、その案内所が専任の宅地建物取引士を置くべき場所

に該当しない場合は、当該案内所には、クーリング・オフ制度の適用がある旨を表示した標識を

掲げなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

【答え】 正しい 

≪ポイント 1≫ 標識 【宅建★入門】 

設問のケースにおいては、案内所を設置する業者が、当該案内所に標識を掲示しなければ

ならない。売主業者は、当該案内所に標識を掲示する義務はない。 

 

 

≪ポイント 2≫ 標識 【宅建＋α】 訊かれれば差がつく 

設問のケースにおいては、当該標識にクーリング・オフ制度の適用がある旨を表示しなけれ

ばならない。 

 ※盲点 

「宅建士を置くべき場所」ではない、この案内所においてはクーリング・オフができる 

 


